
ゆ
と
り
あ
る
老
後
を

　
農
業
者
年
金
に
加
入
し
よ
う
！

◆
農
業
者
年
金
と
は

　

農
業
者
の
老
後
生
活
の
安
定
と
福
祉

の
向
上
を
図
る
と
共
に
、
保
険
料
助
成
を

通
じ
て
、
農
業
の
担
い
手
を
確
保
す
る
目

的
を
併
せ
持
つ
、
農
業
者
の
た
め
の
年
金

で
す
。

◆
加
入
要
件

　

加
入
に
は
次
の
三
つ
の
条
件
を
全
て

満
た
し
て
い
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
国
民
年
金
の
第
１
号
被
保
険
者
で
あ

る
・
年
間
60
日
以
上
農
業
に
従
事
し
て
い

る
・
60
歳
未
満
で
あ
る

　
こ
れ
ら
の
条
件
を
満
た
す
方
な
ら
加

　
入
・
脱
退
・
再
加
入
も
自
由
で
す
。

※
た
だ
し
、
国
民
年
金
基
金
の
年
金
に
加

　
入
し
て
い
る
方
は
加
入
で
き
ま
せ
ん
。

　
（
脱
退
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
）

◆
特
徴
と
メ
リ
ッ
ト

①
積
み
立
て
方
式

旧
制
度
の
反
省
か
ら
平
成
13
年
度
に
制

度
改
正
し
、
自
分
が
積
み
立
て
た
保
険

料
と
、
そ
の
運
用
実
績
に
よ
り
将
来
受

け
取
る
年
金
額
が
決
ま
る
積
み
立
て
方

式
（
確
定
拠
出
型
）
に
生
ま
れ
変
わ
り

ま
し
た
。
加
入
者
や
受
給
者
の
数
に
影

響
さ
れ
な
い
安
定
し
た
年
金
制
度
で
、

運
用
利
回
り
の
状
況
な
ど
で
保
険
料
が

引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
も
あ
り
ま
せ

ん
。

②
終
身
年
金
／
さ
ら
に
80
歳
ま
で
に
死
亡

し
た
場
合
一
時
金
を
支
給

農
業
者
年
金
は
65
歳
か
ら
生
涯
支
給
さ

れ
ま
す
。
ま
た
、
加
入
者
や
受
給
者
が

80
歳
に
な
る
前
に
亡
く
な
っ
た
場
合

は
、
死
亡
し
た
翌
月
か
ら
80
歳
ま
で
に

受
け
取
れ
る
は
ず
で
あ
っ
た
年
金
（
老

齢
年
金
）
が
死
亡
一
時
金
と
し
て
ご
遺

族
に
支
給
さ
れ
ま
す
。

③
公
的
年
金
な
ら
で
は
の
優
遇
措
置

支
払
っ
た
保
険
料
は
、
全
額
が
社
会
保

険
料
控
除
の
対
象
に
な
り
、
下
の
表
の

通
り
所
得
税
・
住
民
税
の
節
税
に
な
り

ま
す
。

④
保
険
料
の
額
は
自
由
決
定

自
分
が
必
要
と
す
る
年
金
額
の
目
標

に
向
け
て
、
月
額
２
万
円
～
６
万

７
０
０
０
円
の
間
で
１
０
０
０
円
単
位

で
自
由
に
決
め
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
農

業
経
営
の
状
況
や
老
後
設
計
に
応
じ

て
、
い
つ
で

も
見
直
す
こ

と
が
で
き
ま

す
。

⑤
農
業
の
担
い
手
に
手
厚
い
支
援

　
認
定
農
業
者
な
ど
一
定
の
要
件
を
満
た

す
方
は
、
保
険
料
の
一
部
に
つ
い
て
国
か

ら
助
成
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

◦農業者年金とその他の確定拠出年金（個人型）の主な違い

　
詳
し
く
は
、
田
原
市
農
業
委
員
会
事
務

局
ま
た
は
Ｊ
Ａ
愛
知
み
な
み
総
務
課
（
☎

34‐０
３
７
３
）
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ

さ
い
。

（農業者の老後に備える農業者年金制度と加入推進　平成 30 年度版より）

農業者年金 その他の確定拠出型年金（個人型）
（イデコなど）

運用は？ 農業者年金基金が一元的に運用 加入者が運用商品を選択

解約は？ 任意脱退はいつでも可能 原則、途中脱退はできない（農業者年金
に加入すれば強制脱退）

年金は？ 終身年金 ５～20年の有期年金（一部終身）

積立が元
本割れに
なった場
合は？

65歳裁定時に元本割れしていた場合に
マイナス分を補う危険準備金（付利準備
金）の仕組みがある

元本割れした場合の措置なし

事務費負
担は？

事務経費（人件費や施設費など）は国が
支出

事務経費は掛け金から支出（加入者負
担）

節税メリ
ットの社
会保険控
除料は？

その年に払った保険料が「社会保険料控
除」の対象となる（所得税法第74条）

その年に支払った掛け金が「小規模企業
共済等掛金控除」の対象となる（所得税
法第75条）
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